






英語による教育で学位取得が可能なYCCS（Yokohama 

Creative City Studies）特別プログラムでは、世界各国の
多様な社会・文化的背景を持つ学生が学んでいます。持続
可能な開発目標（S D G s）について体系的に学習する
“Studio Workshop※”では、学生たちがクラスルームで学
んだ基礎知識を実践につなげる取組みとして、横浜市内の
保育園や神奈川県内の高校とのオンライン合同セッション
「SDGs Kamishibaiプロジェクト」を実施しました。学生た
ちが自ら創作したSDGsに関わるストーリーを紙芝居にして
披露し、地域社会のSDGsへの理解を促進するとともに、地
域の国際化のニーズに応える取り組みを行いました。
日本国内でも若年人口の減少や様々なグローバル化の流
れを受け、今後ますます外国人住民の増加が見込まれます。
そのような背景の下、横浜国立大学は、自治体や学校等、
各方面のステークホルダーとも連携・協力して、受入側の共
生社会に関する意識啓発や、多文化共生のニーズを踏まえ
た教育活動を展開し、地域の発展に貢献していきます。
日本社会の課題について多角的視点からアプローチする

ためのキーワードとなるのが「ダイバーシティ（多様性）」で
あり、本学でもそれを学習リソースとして捉え学び合える取
組みを推進しています。本取組みでは、日本の保育現場で
はまだ馴染みの薄いSDGs教育に挑戦し、身近な課題を未
就学児に楽しく理解してもらうためにどのような工夫が必要
かを探りました。本学学生にとっても、多様なオーディエンス
を知ることで多くの学びを得ました。
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“ポスト・コロナ”を見据えた
新しいグローバル教育の実践

コロナ禍において、オンラインによる新しい国際交流の模
索が課題となりました。優秀な外国人留学生の獲得を目的
に実施していた短期集中プログラム“Spring Program”も、
Microsoft TeamsやZoomなどのICTを活用したオンライン
開催となりました。今回は「地球環境とリスクマネジメント」
をテーマに、日本、中国、フランス在住の研究者が基調講演
を行い、7か国・地域78名の受講生が生物多様性、GMO（遺
伝子組換え作物）やマイクロ・プラスチックなど地球環境を
取り巻く課題についてディスカッションを重ね、最終日には
課題解決のための提案をプレゼンテーションしました。

本プログラムでは修了者に「オープンバッジ（デジタル・ス
キル証明）」を付与し、オンライン教育における質保証を行う
という新しいグローバル教育のモデルケースを提示しました。
コロナ禍の経験を
機に、これからも本
学は国際的な動向
を見極めながら、
大学教育のグロー
バル化を推進して
いきます。

オープンバッジ導入の背景と活用の意義について、田名
部元成教授（国際社会科学研究院／国際戦略推進機構）
にお話を伺いました。
横浜国立大学では、グローバル教育に関して多種多様な
活動を展開してきましたが、必ずしも学生の主体性や意欲
を十分に喚起できていないこと、また、これらの活動を単位
化できていないことが課題でした。そこで、グローバル教育
に関する活動を「見える化」し、学習への動機付けを行い、
学生の学びへの関与（学生エンゲージメント）を高めるため
の手段として、従来の学位よりもはるかに小さな学習モ
ジュールにおける学習証明（マイクロ・クレデンシャル）を導
入することにしました。その証明に適しているのが特定のス
キルの達成度をデジタルおよび視覚的に伝達できる世界標
準規格のデジタルバッジ「オープンバッジ」です。
バッジを付与された者は、教育機関や資格認定団体等が

発行したバッジの公開・共有を通じて、自身のもつ知識やス
キルを可視化することができ、その内容証明も容易です。ブ
ロックチェーン技術を用いているため、偽造・改ざんが困難
であり、信頼性の高い学習・資格証明書として新たな価値を
提供しつつあります。
横浜国立大学では、試行的に授業科目ではないSpring 

Program 2021から修了者のスキル証明としてバッジの発
行を開始し、その後、オウル大学オンラインコラボレーショ
ンプログラム2022※の修了生に対してもバッジを発行しまし
た。特筆すべきは、本プログラム修了生には、グローバル
PlusONE副専攻科目としての単位が付与されており、これ
は単位化とオープンバッジ発行の
両者が達成された初のグローバル
教育活動となります。今後は、こ
れらのプログラムをモデルに、オー
プンバッジを活用したグローバル
教育活動の全学展開を図りたいと
考えています。

※グローバルPlusONE副専攻プログラムは、自国文化の理解とアイデンティティに立脚しながら、チームリーダーとして世界をフィールドに活躍できる外国語能力、情報
発信能力、異文化間協働能力に優れたグローバル人材の育成を目的とします。すべての授業は英語で行われ、「ICTリテラシー科目」、「異文化グループワーク科目」、「グ
ローバルリーダーシップ・グローバルファシリテーター科目」、所属する学部が開講する「グローバル科目」から所定の科目群を系統的に履修することができます。この副
専攻プログラムでは、グローバル活動に関わった学生の獲得した知識やスキルを評価するために、2020年10月にグローバルプロジェクト科目群を新設しています。

※Studio Workshop♯1～6（各2単位）  使用言語：英語、担当教員：河内久実子、植松希世子（国際戦略推進機構）。＃1ではSDGs Basic（導入編）、＃2と＃4と＃6で
はSDGs Partnership（今回の保育園等とのコラボが該当）、＃3と＃5ではSDGs Fieldwork（実践編）、と題し、SDGsの基礎から実践を学ぶことで、持続可能な社
会の実現に貢献できる人材育成を行う。

https://www.ynu.ac.jp/hus/
kokukyo/27779/detail.html 

Y N U  S p r i n g  P r o g r a m
2 0 2 2  終了報告

https://www.ynu.ac.jp/hus/kokukyo/
27570/detail.html

「Y N U  S p r i n g  P r o g r a mオープン
バッジ」デザイン公募結果について

https://www.ynu.ac.jp/hus/kokusais/
27518/detail.html

オウル大学 オンラインコラボレーション
プログラム2 0 2 2  参加者募集

3部構成ワークショップ授業

グループワークの様子

オープンバッジ

S D G s  K a m i s h i b a iプロジェクト
～地域の人々に地球規模課題や国際的な学びを身近に感じてもらいたい～

https://sdgs.ynu.ac.jp/ja/
projects/kamishibai2021-jp/

S D G s  K a m i s h i b a i
プロジェクト 2 0 2 1 https://youtu.be/

dcchaPChjYQ

公園を守ろう!  

脚本担当、ブラジル出身 脚本・デザイン担当、シンガポール出身
黒猫チーム：フェルナンドさん こものかいチーム：ケビンさん

デザイン担当、インドネシア出身
ペットくんチーム：アリシャさん

出身・年齢・経験も異なるチームメンバーとの協
働では、異なる視点や意見も多くあり、それを
いかに一つのアイデアとしてまとめ上げるかと
いうことが一番苦労した点でした。コロナ禍の
入国制限で渡日できなかった間も、母国でジェ
ンダー等に関わる国際的なワーキング等に参
加してきましたが、YNUの授業でSDGsの基礎
から実践を通して学ぶこと
で、いろんなことにチャレン
ジする機会が増え、SDGs
の他のテーマにも関心は大
きく広がりました。

子どもにとって一番身近な「環境」や動物をテーマ
に、人間と動物の共存による環境保護の重要性を伝
えました。登場人物によって訛りや方言を加えること
で保護者が観ても楽しめるようにしました。一番苦労
したのは、小さな子ども相手の話し言葉です。母国
の子ども向け漫画では近隣住民との密な友情関係
が描かれるものが多いですが、そのような価値観が
無意識のうちに今回のストーリー
にも反映されていたことは自分
でも驚きでした。将来はYNUで
学んだことを生かした職に就き、
国際的に活躍したいです。

SDGsには様々なテーマがありどれも重要です
が、相手が子どもということもあり、捉え方を誤
ると想像とは異なる結果を生んでしまうことか
ら、まずは子どもでも十分に理解でき且つ日常
的に貢献できる「ごみ問題」をテーマとして選び
ました。母国でも日本ほどゴミの分別は進んで
いないので個人的にも関心がありました。将来
は、インテリアデザインの経
験等も生かし、福祉の分野
で、あらゆる人が快適に過
ごせる環境・居場所づくりに
携わってみたいです。

https://youtu.be/
SDP421RRw3s

ペットくんのアドベンチャー
https://youtu.be/
pQWOPqBO5-A

黒猫のお散歩冒険

オープンバッジ導入の背景と
活用の意義について

【国 際】 【国 際】
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貧困・ジェンダー課題解決に
向けたY N Uにおける国際協力の取り組み
横浜国立大学JICA草の根技術協力事業「パラグアイ農村女性生活改善プロジェクト」

横浜国立大学「パラグアイ農村女性生活改善プロジェクト
～横浜から夢を紡ぐ」（第一フェーズ：2016年9月～2021年
12月の5年3か月、プロジェクトマネジャー・藤掛洋子教授）
は、2015年度にJICA草の根技術協力事業（新・草の根パー
トナー型）として採択されて以降、南米パラグアイ共和国を舞
台に農村女性やカウンターパート大学教員に対し食品加工
等の技術移転を行うことを通じ、農村女性の所得創出と地
位向上に取り組んできました。2021年12月の事業評価時に
は、直接受益者数が当初目標を大幅に超え、達成率が
238％になるとともに、多くの女性たちのエンパワーメントが
可視化されました。これらの成果を受け2022年3月には第
二フェーズが採択されました。※

「パラグアイにおける複合的農村開発プロジェクト～アグリ
ツーリズムの展開に向けて」（第二フェーズ：2022年4月～
2025年12月の3年9か月）では、農村女性たちが第一フェー
ズで獲得した食品加工の技術と地域にある資源を活かし、
アグリツーリズムやファームツーリズムを展開することで、持続

可能な農村開発に取り組みます。本プロジェクトが目指すの
は、人間と自然の共生（“Buen Vivir”というラテンアメリカの
先住民の思想に起源を持つ）に着目した代替的発展モデル
であり、現地の自然・文化を尊重しつつ地域住民が主体と
なって取り組む「内発的発展」をも目指したものです。「文理
融合」「分野横断」といった本学の強みを生かし、本学関係
者他を専門家として派遣し、知見を共有することから、パラ
グアイ農村部を舞台に持続可能な「YNU開発モデル」の創
造を目指します。また、本学学生に対し国際協力の実践の場
を提供することでグローバル人材育成にも貢献します。

※プロジェクト（第一フェーズ）の詳細および活動成果は下記ウェブサイトにてご覧いただけます。

パラグアイ農村女性生活
改善プロジェクト 研究論文

https://paraguay-mujer.com/

パラグアイ農村女性生活
改善プロジェクト https://www.jica.go.jp/yokohama/topics/2018/

181108.html

草の根報告

首都アスンシオンのショッピングモールにて、女性たちがプロジェクトで学んだ
加工食品を販売（出典：藤掛洋子研究室）

学生参加によるワークショップ（出典：藤掛洋子研究室）

キャンパスの環境保全に向けた
ヤギ飼育による除草実験の取り組み

https://www.ynu.ac.jp/hus/cus2/25962/detail.html

ヤギを使ったY N Uキャンパスの除草について

コロナ禍の影響で遠隔授業が続いた2020年、YNUキャ
ンパスは、木本植物のクワやつる性半木本植物のクズなど
が繁茂していました。これらの樹木化を防いでキャンパス環
境を保全するため、また遠隔授業で孤立しがちな学生の交
流を目的に、都市科学部の小池文人教授と有志で結成され
た「YNUヤギ部」の学生が、ヤギの飼育によるキャンパスの
除草実験を行いました。
ヤギは低木やクズなどの藪や急傾斜地の除草が得意で、
大規模で複雑な地形の緑地の効率的な管理に用いられてお
り、除草剤や草刈り機に比べて環境への負荷が少ないことか
ら、近年はSDGsに沿う除草工法としても注目されています。

2020年度に飼育したヤギは、ザーネン種のメスとオス（去
勢済）の2頭で、1本の杭にリードをつなぎ放牧しました。行

動半径は4mほどですが、1～2日程度で草を食べ尽くしてし
まうため、キャンパス内を移動しながら除草を行い、約2か
月間で当初予定の5倍となる10か所の除草を終えることが
できました。実験中は対面授業の学生や職員、近隣居住者
がヤギを見に訪れたり、キャンパス内にある保育園の園児た
ちが見学に来たり、下校中の小学生が足を止めて除草の様
子を興味深そうに見つめる姿が多く見られました。ヤギの存
在は、学生を含め多くの人々の精神的健康にも良い効果を
もたらしたことが期待されます。

2020年度の実験結果から、ヤギ除草の最適な放牧環境
や方法、時期などを分析してマニュアルを作成し、2021年
度にはリードを外しての放牧にも挑戦しました。2022年度
も更なる改善を図り実施を予定しています。

1 小池教授と2020年度YNUヤギ部の学生

1

2

3 4

5

6

2 ヤギを迎える前の小屋作りの様子 3 高圧実験棟裏（除草前） 4 高圧実験棟裏（除草後）
5 2021年度に放牧したヤギのまるとしろ。傾斜地でも難なく移動ができる。 6 北門放牧地で仲良く除草作業中

農村への道はテラロッサ（赤土道）で降雨後は移動が困難であったこと、また
加工技術が十分になかったことから大量に廃棄していた農作物を、今では高
付加価値な製品へと加工し、有効活用しています。（出典：藤掛洋子研究室）

【国 際】 【S D G s】

4 7 4 8
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貧困・ジェンダー課題解決に
向けたY N Uにおける国際協力の取り組み
横浜国立大学JICA草の根技術協力事業「パラグアイ農村女性生活改善プロジェクト」

横浜国立大学「パラグアイ農村女性生活改善プロジェクト
～横浜から夢を紡ぐ」（第一フェーズ：2016年9月～2021年
12月の5年3か月、プロジェクトマネジャー・藤掛洋子教授）
は、2015年度にJICA草の根技術協力事業（新・草の根パー
トナー型）として採択されて以降、南米パラグアイ共和国を舞
台に農村女性やカウンターパート大学教員に対し食品加工
等の技術移転を行うことを通じ、農村女性の所得創出と地
位向上に取り組んできました。2021年12月の事業評価時に
は、直接受益者数が当初目標を大幅に超え、達成率が
238％になるとともに、多くの女性たちのエンパワーメントが
可視化されました。これらの成果を受け2022年3月には第
二フェーズが採択されました。※

「パラグアイにおける複合的農村開発プロジェクト～アグリ
ツーリズムの展開に向けて」（第二フェーズ：2022年4月～
2025年12月の3年9か月）では、農村女性たちが第一フェー
ズで獲得した食品加工の技術と地域にある資源を活かし、
アグリツーリズムやファームツーリズムを展開することで、持続

可能な農村開発に取り組みます。本プロジェクトが目指すの
は、人間と自然の共生（“Buen Vivir”というラテンアメリカの
先住民の思想に起源を持つ）に着目した代替的発展モデル
であり、現地の自然・文化を尊重しつつ地域住民が主体と
なって取り組む「内発的発展」をも目指したものです。「文理
融合」「分野横断」といった本学の強みを生かし、本学関係
者他を専門家として派遣し、知見を共有することから、パラ
グアイ農村部を舞台に持続可能な「YNU開発モデル」の創
造を目指します。また、本学学生に対し国際協力の実践の場
を提供することでグローバル人材育成にも貢献します。

※プロジェクト（第一フェーズ）の詳細および活動成果は下記ウェブサイトにてご覧いただけます。

パラグアイ農村女性生活
改善プロジェクト 研究論文

https://paraguay-mujer.com/

パラグアイ農村女性生活
改善プロジェクト https://www.jica.go.jp/yokohama/topics/2018/

181108.html

草の根報告

首都アスンシオンのショッピングモールにて、女性たちがプロジェクトで学んだ
加工食品を販売（出典：藤掛洋子研究室）

学生参加によるワークショップ（出典：藤掛洋子研究室）

キャンパスの環境保全に向けた
ヤギ飼育による除草実験の取り組み

https://www.ynu.ac.jp/hus/cus2/25962/detail.html

ヤギを使ったY N Uキャンパスの除草について

コロナ禍の影響で遠隔授業が続いた2020年、YNUキャ
ンパスは、木本植物のクワやつる性半木本植物のクズなど
が繁茂していました。これらの樹木化を防いでキャンパス環
境を保全するため、また遠隔授業で孤立しがちな学生の交
流を目的に、都市科学部の小池文人教授と有志で結成され
た「YNUヤギ部」の学生が、ヤギの飼育によるキャンパスの
除草実験を行いました。
ヤギは低木やクズなどの藪や急傾斜地の除草が得意で、
大規模で複雑な地形の緑地の効率的な管理に用いられてお
り、除草剤や草刈り機に比べて環境への負荷が少ないことか
ら、近年はSDGsに沿う除草工法としても注目されています。

2020年度に飼育したヤギは、ザーネン種のメスとオス（去
勢済）の2頭で、1本の杭にリードをつなぎ放牧しました。行

動半径は4mほどですが、1～2日程度で草を食べ尽くしてし
まうため、キャンパス内を移動しながら除草を行い、約2か
月間で当初予定の5倍となる10か所の除草を終えることが
できました。実験中は対面授業の学生や職員、近隣居住者
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1 小池教授と2020年度YNUヤギ部の学生
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3 4

5
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2 ヤギを迎える前の小屋作りの様子 3 高圧実験棟裏（除草前） 4 高圧実験棟裏（除草後）
5 2021年度に放牧したヤギのまるとしろ。傾斜地でも難なく移動ができる。 6 北門放牧地で仲良く除草作業中

農村への道はテラロッサ（赤土道）で降雨後は移動が困難であったこと、また
加工技術が十分になかったことから大量に廃棄していた農作物を、今では高
付加価値な製品へと加工し、有効活用しています。（出典：藤掛洋子研究室）

【国 際】 【S D G s】

4 7 4 8



2020年4月にダイバーシティ戦略推進本部を設置し、年
齢、性別、人種、障がいや疾病等の有無、性的指向などに
かかわらず、誰もが学びやすい・働きやすいキャンパスの創
造に向けて、キャンパス内のハード・ソフト両面の環境整備と
多様性尊重の意識啓発の推進などを行っています。そのよ
うな環境を醸成するために、横浜国立大学では、キャンパス・
サポーター制度を取り入れ、学生が学内の障がい学生に対
する支援活動やダイバーシティに関連する活動に参加できる
ようにしています。現在100名以上の学生がキャンパス・サ
ポーターとして登録し、教職員と一緒に活動しています。

2022年度には、障がいのある学生が、障がいのない学
生と同じように教育や研究に参加できるように、「障がい学
生支援（教職員向け）Q&A集」や、「令和3年度版横浜国立
大学障がい学生支援マニュアル」を作成しました。他にも、
車いす対応トイレ、エレベーター、建物入口の段差の有無、
坂道の勾配等の情報を1枚のマップにまとめた「バリアフリー

マップ」の作成や、学内の定期的な環境整備活動として、
キャンパス・サポーターがUD（ユニバーサルデザイン）パト
ロールを行いました。加えて、多様なセクシュアリティへの理
解を深めるため、様々な理解啓発活動も行っています。
2022年度には、セクシュアル・マイノリティの専門家による
講演会を実施するとともに、セクシュアル・マイノリティに関
連した様々な状況に対して、どのように考えたらよいのか、
そのヒントや手がかりとなる「セクシュアル・マイノリティに関
する学生生活Q&A集」をキャンパス・サポーターとともに作
成しました。さらに、一部の車いすトイレについて、車いす
利用者だけでなく、セクシュアル・マイノリティの方を含めて
必要とされている方が遠慮せずに使用できるよう、トイレの
表示を変更しました。
私たちはこのキャンパスで、新たな価値の創造とイノベー

ション創出の源泉となる、多様な他者と協働・共生する力と
センスを身につけていきます。
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D i v e r s i t y＆I n c l u s i o n
～様々な相違を個性として尊重し、その多様性を活かすために～

誰もが学びやすい・働きやすいキャンパスの創造に向けて

教職員のライフイベントへの配慮や、各種支援を通じた教
職員のワークライフバランス改善の取り組みを行うことによ
り、教育研究環境を整備しています。
また、横浜国立大学及び大成建設株式会社、帝人株式
会社が中心となり、神奈川・東京に拠点を置く企業・研究機

関・自治体などのネットワーク機関によって構成される「ダイ
バーシティ連携協議会ＫＴ」の活動として、研究関連セミナー
を実施し、女性研究者や若手研究者の研究力向上を目指
すとともに、各種の意識啓発研修を行い、多様性を活かす
組織風土の醸成に努めています。

男女共同参画の推進に向けて

https://diversity.ynu.ac.jp/

横浜国立大学 ダイバーシティ戦略推進本部
https://www.ynu.ac.jp/access/map_barrierfree.html

バリアフリーマップ

ユニバーサルデザイン化された車いすトイレの表示キャンパスサポーター

バリアフリーマップ

女性教員比率の推移（国立大学協会が実施する調査に基づく学長・理事等を含んだ数値）
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※「このバリアフリーマップは、主に、多目的トイレ（車いす対応トイレ）、エレベーター、建物入口の段差の有無、坂道の勾配、優先駐車場の情報を1枚に表すことを目
的として作成しました。他にも、建物編や坂道編などを作成しています。

【ダイバーシティ】
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環境・社会関連データ
【活動データ】

環 境 社 会

GHG排出量 t-CO2 8,543 6,889

項 目 単 位 2019年度 2020年度

G H G（温室効果ガス）排出量

7,797

2021年度

紙購入量（環境配慮型用紙）

一般廃棄物発生量

産業廃棄物発生量

リサイクル品（プラスチック）発生量

リサイクル品（缶・びん・ペットボトル）発生量

リサイクル品（古紙類）発生量

t

t

t

t

t

t

68.2

136.3

468.2

15.4

34.9

202.9

35.6

111.3

565.4

15.7

14.3

190.5

項 目 単 位 2019年度 2020年度

資源・廃棄物

37.7

106.5

467.6

19.1

18.5

193.0

2021年度

エネルギー使用量合計原油換算

エネルギー使用量合計

電力使用量

都市ガス使用量

灯油使用量

LPG使用量

ガソリン使用量

軽油使用量

水使用量

KL

GJ

千kWh

千N㎥

L

㎥

L

L

㎥

4,573

177,269

15,800

502

4,444

239

2,763

410

117,669

3,765

145,890

13,526

305

2,748

57

2,359

899

88,402

項 目 単 位 2019年度 2020年度

資源・廃棄物

4,393

170,274

15,734

364

3,101

110

3,225

578

92,340

2021年度

教員数

　うち、女性教員数

　女性教員比率

附属学校教諭数

　うち、女性教員数

　女性教員比率

事務職員数・技術職員数

　うち、女性職員数

　女性職員比率

平均年齢（教員）

平均年齢（附属学校教諭）

平均年齢（事務職員・技術職員）

採用者数

　うち、女性採用者数

再雇用制度利用人数

障がい者雇用率

管理職者数（役員・教員）

　うち、女性管理職者数

　女性管理職者比率

管理職者数（事務職員・技術職員）

　うち、女性管理職者数

　女性管理職者比率

育児休業取得率（男性）※1

育児休業平均取得日数（男性）

育児休業取得率（女性）※2

育児休業取得率（男女）

人

人

％

人

人

％

人

人

％

歳

歳

歳

人

人

人

％

人

人

％

人

人

％

％

日

％

％

563

101

17.9

125

44

35.2

294

108

36.7

49.2

37.6

41.9

67

24

14

2.63

28

4

14.3

27

2

7.4

11.1

19

100

35.1

550

101

18.4

124

45

36.3

304

116

38.2

49.4

37.3

42.8

74

29

12

2.71

31

5

16.1

27

3

11.1

4.2

120

66.7

16.7

項 目 単 位 2019年度 2020年度

ダイバーシティ

535

101

18.9

124

42

33.9

300

114

38.0

49.3

37.0

42.8

86

29

19

2.63

34

7

20.6

27

3

11.1

25.0

123

87.5

42.9

2021年度

※ 1 男性の育児休業取得率（％）＝「（当該年度に）育児休業を取得（開始）した男性教職員数」÷「（当該年度に）配偶者が出産した男性教職員数」×100
※2 女性の育児休業取得率（％）＝「（当該年度に）育児休業を取得（開始）した女性教職員数」÷「（当該年度に）出産した女性教職員数」×100

5 1 5 2
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教育研究活動データ

教育活動データ

学生数（学部）

※改組前の教育人間科学部に在学する者を含みます。

教育学部※

経済学部
経営学部
理工学部
都市科学部
合 計

1,189

1,112

1,311

2,969

750

7,331

1,030

1,116

1,271

2,880

1,001

7,298

項 目
2019年度 2020年度

現 員

966

1,123

1,247

2,887

1,037

7,260

2021年度

附属学校児童・生徒数

附属鎌倉小学校
附属鎌倉中学校
附属横浜小学校
附属横浜中学校
附属特別支援学校
合 計

623

487

630

390

69

2,199

625

457

636

374

67

2,159

項 目
2019年度 2020年度

現 員

623

439

638

358

63

2,121

2021年度

附属図書館の蔵書資料等

蔵書冊数
雑誌受入タイトル数
電子ブック
電子ジャーナル

1,331,422

6,706

68,472

5,579

1,333,909

6,947

70,109

5,583

項 目
2019年度 2020年度

現 員

1,330,726

6,913

70,967

5,541

2021年度

※ 1 改組前の国際社会科学研究科に在学する者を含みます。
※2 改組前の工学府に在学する者を含みます。

学生数（大学院）

修士課程
専門職学位課程
博士課程前期
博士課程後期
専門職学位課程
博士課程前期
博士課程後期
博士課程前期
博士課程後期
博士課程前期
博士課程後期
修士課程

206

19

252

95

25

736

133

363

157

260

63

―
2,309

191

21

246

101

14

743

160

333

145

269

79

―
2,302

項 目
2019年度 2020年度

現 員

121

64

225

91

5

759

167

325

132

267

84

37

2,277

2021年度

教育学研究科

国際社会科学府※1

理工学府※2

環境情報学府

都市イノベーション
学府

先進実践学環
合 計

上段：国費外国人留学生　下段：私費外国人留学生

留学生受入数

学部生

研究生

特別聴講学生

修士課程・博士課程前期

博士課程後期

研究生・特別研究学生

特別聴講学生

科目等履修生

29

190

0

45

5

117

386
24

373

51

103

8

32

0

2

0

0

593
12

0

12
991

31

189

0

33

1

31

285
24

380

63

111

8

17

0

1

0

0

604
1

0

1
890

項 目 2019年度 2020年度
34

187

0

26

4

5

256
25

341

61

126

6

20

0

0

0

0

579
1

0

1
836

2021年度

学 部

大学院

小 計

小 計

日本語研修生

小 計
合 計

学位授与者数（修士）

（教育学）
（経済学）
（経営学）
（法学）
（国際経済法学）
（学術）
（工学）
（工学）
（理学）
（工学）
（理学）
（環境学）
（情報学）
（技術経営）
（学術）
（工学）
（学術）

94

39

52

14

7

0

6

280

74

58

25

23

44

4

15

105

9

849

82

47

49

24

4

0

1

272

79

61

27

23

42

0

17

104

18

850

項 目 2019年度 2020年度
83

41

45

14

8

1

0

280

80

41

27

16

43

0

10

101

19

809

2021年度

国際社会科学府

環境情報学府

合 計

工学府

理工学府

都市イノベーション学府

教育学研究科

学位授与者数（博士）

（経営学）
（経済学）
（経営学）
（法学）
（国際経済法学）
（学術）
（工学）
（学術）
（工学）
（理学）
（工学）
（理学）
（環境学）
（情報学）
（学術）
（工学）
（学術）

0

3

4

0

0

0

23

1

6

1

11

0

4

5

5

15

1

79

0

6

7

0

0

0

16

0

13

6

6

6

2

5

3

16

3

89

項 目 2019年度 2020年度
1

7

2

1

1

1

3

1

26

5

7

1

4

2

3

10

4

79

2021年度

国際社会科学府

環境情報学府

合 計

工学府

理工学府

都市イノベーション学府

国際社会科学研究科

【活動データ】

5 3 5 4



2
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2
1
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度
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動
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教育研究活動データ

教育活動データ

学生数（学部）

※改組前の教育人間科学部に在学する者を含みます。

教育学部※

経済学部
経営学部
理工学部
都市科学部
合 計

1,189

1,112

1,311

2,969

750

7,331

1,030

1,116

1,271

2,880

1,001

7,298

項 目
2019年度 2020年度

現 員

966

1,123

1,247

2,887

1,037

7,260

2021年度

附属学校児童・生徒数

附属鎌倉小学校
附属鎌倉中学校
附属横浜小学校
附属横浜中学校
附属特別支援学校
合 計

623

487

630

390

69

2,199

625

457

636

374

67

2,159

項 目
2019年度 2020年度

現 員

623

439

638

358

63

2,121

2021年度

附属図書館の蔵書資料等

蔵書冊数
雑誌受入タイトル数
電子ブック
電子ジャーナル

1,331,422

6,706

68,472

5,579

1,333,909

6,947

70,109

5,583

項 目
2019年度 2020年度

現 員

1,330,726

6,913

70,967

5,541

2021年度

※ 1 改組前の国際社会科学研究科に在学する者を含みます。
※2 改組前の工学府に在学する者を含みます。

学生数（大学院）

修士課程
専門職学位課程
博士課程前期
博士課程後期
専門職学位課程
博士課程前期
博士課程後期
博士課程前期
博士課程後期
博士課程前期
博士課程後期
修士課程

206

19

252

95

25

736

133

363

157

260

63

―
2,309

191

21

246

101

14

743

160

333

145

269

79

―
2,302

項 目
2019年度 2020年度

現 員

121

64

225

91

5

759

167

325

132

267

84

37

2,277

2021年度

教育学研究科

国際社会科学府※1

理工学府※2

環境情報学府

都市イノベーション
学府

先進実践学環
合 計

上段：国費外国人留学生　下段：私費外国人留学生

留学生受入数

学部生

研究生

特別聴講学生

修士課程・博士課程前期

博士課程後期

研究生・特別研究学生

特別聴講学生

科目等履修生

29

190

0

45

5

117

386
24

373

51

103

8

32

0

2

0

0

593
12

0

12
991

31

189

0

33

1

31

285
24

380

63

111

8

17

0

1

0

0

604
1

0

1
890

項 目 2019年度 2020年度
34

187

0

26

4

5

256
25

341

61

126

6

20

0

0

0

0

579
1

0

1
836

2021年度

学 部

大学院

小 計

小 計

日本語研修生

小 計
合 計

学位授与者数（修士）

（教育学）
（経済学）
（経営学）
（法学）
（国際経済法学）
（学術）
（工学）
（工学）
（理学）
（工学）
（理学）
（環境学）
（情報学）
（技術経営）
（学術）
（工学）
（学術）

94

39

52

14

7

0

6

280

74

58

25

23

44

4

15

105

9

849

82

47

49

24

4

0

1

272

79

61

27

23

42

0

17

104

18

850

項 目 2019年度 2020年度
83

41

45

14

8

1

0

280

80

41

27

16

43

0

10

101

19

809

2021年度

国際社会科学府

環境情報学府

合 計

工学府

理工学府

都市イノベーション学府

教育学研究科

学位授与者数（博士）

（経営学）
（経済学）
（経営学）
（法学）
（国際経済法学）
（学術）
（工学）
（学術）
（工学）
（理学）
（工学）
（理学）
（環境学）
（情報学）
（学術）
（工学）
（学術）

0

3

4

0

0

0

23

1

6

1

11

0

4

5

5

15

1

79

0

6

7

0

0

0

16

0

13

6

6

6

2

5

3

16

3

89

項 目 2019年度 2020年度
1

7

2

1

1

1

3

1

26

5

7

1

4

2

3

10

4

79

2021年度

国際社会科学府

環境情報学府

合 計

工学府

理工学府

都市イノベーション学府

国際社会科学研究科

【活動データ】
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研究活動データ 社会連携活動データ

産学官金連携コーディネーターの活動

産学官金連携コーディネーター委嘱者数

産学官金連携コーディネーターの相談件数

―

―

13

46

項 目 2019年度 2020年度

16

103

2021年度

公開講座等の実施状況

公開講座

サイエンスカフェ

2,360

118

0

0

項 目
参加者数 参加者数

27

5

0

0

3

0

257

0

参加者数講座（プログラム）数 講座（プログラム）数 講座（プログラム）数

2019年度 2020年度 2021年度

科学研究費助成事業の採択状況

新学術領域研究（研究領域提案型）

学術変革領域研究（A）

学術変革領域研究（B）

基盤研究（S）

基盤研究（A）

基盤研究（B）

基盤研究（C）

挑戦的研究（開拓）

挑戦的研究（萌芽）

研究活動スタート支援

奨励研究

若手研究

若手研究（A）

若手研究（B）

特別研究員奨励費

研究成果公開促進費（研究成果公開発表）

国際共同研究加速基金（国際共同研究強化（A））

国際共同研究加速基金（国際共同研究強化（B））

合 計

74,100

0

15,030

231,920

132,417

353,045

168,870

33,020

42,025

3,510

0

37,570

12,610

1,560

29,100

0

14,950

12,710

1,162,437

7

1

2

5

14

65

154

5

13

4

0

36

0

0

26

0

0

5

337

項 目
2021年度

8

0

1

6

12

72

149

4

18

3

0

35

2

2

30

0

1

4

347

138,190

0

0

177,450

105,879

302,250

210,210

19,630

57,770

2,470

540

41,210

13,260

12,870

27,730

1,230

0

12,740

1,123,429

12

0

0

5

10

62

162

3

20

2

1

30

4

11

29

3

0

2

356

2020年度2019年度

72,540

10,920

27,300

200,460

155,090

322,790

180,960

50,180

29,480

5,850

0

38,090

0

0

25,030

0

0

18,660

1,137,350

金額（千円） 交付決定件数交付決定件数金額（千円）交付決定件数 金額（千円）

学術情報リポジトリ登録数

雑誌論文

博士論文

科学研究費補助金研究成果報告書

その他

合 計

7,753

955

199

1,373

10,280

8,135

1,038

200

1,508

10,881

項 目
2019年度 2020年度

登録数

8,588

1,193

210

1,524

11,515

2021年度

※学術情報リポジトリは、本学の教育研究活動において生産された学術情報をインターネット上に無料で公開することで、大学の説明責任と社会貢献を果たすことを
目的としています。

学術論文数

学術論文数※1

国際ジャーナル論文数※2

1,022

812

921

667

項 目 2019年度 2020年度

865

694

2021年度

※ 1 本学教員の研究業績を収録する教育研究活動データベースに収録された集計年度に在籍した教員の論文業績のうち、査読された学術論文および国際会議予稿
等について、共著論文の重複を除いて集計した数値です。
※2 国際学術ジャーナル論文数は、一定の基準を満たした国際学術ジャーナル掲載論文のデータベースであるWeb of Scienceに収録された論文数について、分析
ツール I n C i t e sを用いて抽出した件数です。I n C i t e s抽出条件は、D a t a s e t：I n C i t e s + E S C I、S c h e m a：We b  o f  S c i e n c e、データセット更新日：
WoS:2022-08-31/InCites:2022-09-30、データ抽出日：2022-10-11、出版年：2019-2021、文献種別：Article/Review/Book/Book Chapter/Proceedings 
Paper（Early Access documents含む）となります。

大学発ベンチャー

教員等による大学発ベンチャー企業数

学生による大学発ベンチャー企業数

学内の大学発ベンチャー支援制度※を活用した教員数

学内の大学発ベンチャー支援制度※を活用した学生数

19

1

1

2

20

2

0

0

項 目 2019年度 2020年度

21

3

1

3

2021年度

※本学成長戦略教育研究センターが起業を目指す学生・ポストドクター・教員を対象に、活動経費等を支援する制度です。

教育研究活動データ
【活動データ】

5 5 5 6
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研究活動データ 社会連携活動データ

産学官金連携コーディネーターの活動

産学官金連携コーディネーター委嘱者数

産学官金連携コーディネーターの相談件数

―

―

13

46

項 目 2019年度 2020年度

16

103

2021年度

公開講座等の実施状況

公開講座

サイエンスカフェ

2,360

118

0

0

項 目
参加者数 参加者数

27

5

0

0

3

0

257

0

参加者数講座（プログラム）数 講座（プログラム）数 講座（プログラム）数

2019年度 2020年度 2021年度

科学研究費助成事業の採択状況

新学術領域研究（研究領域提案型）

学術変革領域研究（A）

学術変革領域研究（B）

基盤研究（S）

基盤研究（A）

基盤研究（B）

基盤研究（C）

挑戦的研究（開拓）

挑戦的研究（萌芽）

研究活動スタート支援

奨励研究

若手研究

若手研究（A）

若手研究（B）

特別研究員奨励費

研究成果公開促進費（研究成果公開発表）

国際共同研究加速基金（国際共同研究強化（A））

国際共同研究加速基金（国際共同研究強化（B））

合 計

74,100

0

15,030

231,920

132,417

353,045

168,870

33,020

42,025

3,510

0

37,570

12,610

1,560

29,100

0

14,950

12,710

1,162,437

7

1

2

5

14

65

154

5

13

4

0

36

0

0

26

0

0

5

337

項 目
2021年度

8

0

1

6

12

72

149

4

18

3

0

35

2

2

30

0

1

4

347

138,190

0

0

177,450

105,879

302,250

210,210

19,630

57,770

2,470

540

41,210

13,260

12,870

27,730

1,230

0

12,740

1,123,429

12

0

0

5

10

62

162

3

20

2

1

30

4

11

29

3

0

2

356

2020年度2019年度

72,540

10,920

27,300

200,460

155,090

322,790

180,960

50,180

29,480

5,850

0

38,090

0

0

25,030

0

0

18,660

1,137,350

金額（千円） 交付決定件数交付決定件数金額（千円）交付決定件数 金額（千円）

学術情報リポジトリ登録数

雑誌論文

博士論文

科学研究費補助金研究成果報告書

その他

合 計

7,753

955

199

1,373

10,280

8,135

1,038

200

1,508

10,881

項 目
2019年度 2020年度

登録数

8,588

1,193

210

1,524

11,515

2021年度

※学術情報リポジトリは、本学の教育研究活動において生産された学術情報をインターネット上に無料で公開することで、大学の説明責任と社会貢献を果たすことを
目的としています。

学術論文数

学術論文数※1

国際ジャーナル論文数※2

1,022

812

921

667

項 目 2019年度 2020年度

865

694

2021年度

※ 1 本学教員の研究業績を収録する教育研究活動データベースに収録された集計年度に在籍した教員の論文業績のうち、査読された学術論文および国際会議予稿
等について、共著論文の重複を除いて集計した数値です。
※2 国際学術ジャーナル論文数は、一定の基準を満たした国際学術ジャーナル掲載論文のデータベースであるWeb of Scienceに収録された論文数について、分析
ツール I n C i t e sを用いて抽出した件数です。I n C i t e s抽出条件は、D a t a s e t：I n C i t e s + E S C I、S c h e m a：We b  o f  S c i e n c e、データセット更新日：
WoS:2022-08-31/InCites:2022-09-30、データ抽出日：2022-10-11、出版年：2019-2021、文献種別：Article/Review/Book/Book Chapter/Proceedings 
Paper（Early Access documents含む）となります。

大学発ベンチャー

教員等による大学発ベンチャー企業数

学生による大学発ベンチャー企業数

学内の大学発ベンチャー支援制度※を活用した教員数

学内の大学発ベンチャー支援制度※を活用した学生数

19

1

1

2

20

2

0

0

項 目 2019年度 2020年度

21

3

1

3

2021年度

※本学成長戦略教育研究センターが起業を目指す学生・ポストドクター・教員を対象に、活動経費等を支援する制度です。

教育研究活動データ
【活動データ】

5 5 5 6
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財
務
情
報

財務情報

（単位：百万円）

固定資産
　有形固定資産
　　土地
　　建物
　　　減価償却累計額等
　　構築物
　　　減価償却累計額等
　　工具器具備品
　　　減価償却累計額等
　　図書
　　その他の有形固定資産
　その他の固定資産
流動資産
　　現金及び預金
　　その他の流動資産

資産合計

106,199

104,757

73,892

40,315

△ 19,344

3,770

△ 2,146

10,825

△ 9,356

6,308

493

1,441

5,120

4,487

633

111,320

105,459

104,010

73,892

40,923

△ 20,642

3,860

△ 2,298

11,394

△ 9,870

6,245

506

1,448

4,464

3,720

743

109,923

△ 739

△ 746

-

607

△ 1,298

89

△ 151

568

△ 513

△ 62

13

6

△ 656

△ 766

110

△ 1,396

資産の部 2020 2021 増 減

貸借対照表（R4.3.31現在）

固定負債
　資産見返負債
　引当金
　　退職給付引当金
　　その他引当金
　その他の固定負債
流動負債
　運営費交付金債務
　預り科研費補助金等
　寄附金債務
　前受受託研究費
　前受共同研究費
　前受受託事業費等
　未払金
　その他の流動負債
負債合計

資本金
　政府出資金
資本剰余金
利益剰余金
純資産合計
負債純資産合計

14,046

9,624

2

2

0

4,419

6,180

116

322

1,925

244

185

5

3,060

319

20,227

97,453

97,453

△ 7,138

776

91,092

111,320

13,804

9,685

1

1

-

4,117

5,458

-

372

1,883

315

254

12

2,168

450

19,262

97,453

97,453

△ 7,678

885

90,660

109,923

△ 242

60

△ 1

0

0

△ 302

△ 722

△ 116

50

△ 42

71

68

7

△ 891

131

△ 964

-

-

△ 540

108

△ 431

△ 1,396

負債の部 2020 2021 増 減

純資産の部 2020 2021 増 減

（単位：百万円）

経常費用
　業務費
　　教育経費
　　研究経費
　　教育研究支援経費
　　受託研究費
　　共同研究費
　　受託事業費等
　　人件費
　一般管理費
　財務費用
　雑損失

18,665

17,709

2,120

1,346

458

1,617

666

121

11,379

948

5

2

18,153

17,339

1,997

1,269

487

1,795

661

144

10,983

805

4

3

△ 512

△ 369

△ 123

△ 76

29

178

△ 4

23

△ 396

△ 142

0

1

科 目 2020 2021 増 減

損益計算書（R3.4.1～R4.3.31）

経常収益
　運営費交付金収益
　学生納付金収益
　受託研究収益
　共同研究収益
　受託事業等収益
　寄附金収益
　補助金収益
　その他の収益
臨時損益
目的積立金取崩額
当期総利益
　　　　　【参考】科研費受入額

18,857

8,344

5,586

1,616

669

121

499

392

1,628

△ 4

13

200

827

18,534

8,200

5,595

1,801

661

144

472

292

1,366

102

35

518

850

△ 323

△ 144

9

185

△ 7

23

△ 27

△ 100

△ 262

106

22

317

22

科 目 2020 2021 増 減

役員人件費、教員人件費、職員人件費を合算して「人件費」として表示しています。
科研費は損益計算書には計上されないため、欄外に参考値として受入額（入金額）を記載しています。

主な増減要因

・目的積立金や施設整備費補助金などによる建物の増加　+607百万円
・受託研究費や科研費を財源とした取得の増加などによる工具器具備品の増加

+568百万円
・減価償却の進行による減少　△1,865百万円

●有形固定資産　△746百万円

・未払金の減少等に伴う現金及び預金の減少　△766百万円
・満期まで1年未満となった投資有価証券の振り替えによるその他の流動資産の増加　

+100百万円

●流動資産　△656百万円

・前年度の改修工事竣工払で未払金が増加していたところからの反動による、未払金の
減少　△891百万円
・受託研究の獲得増加による前受受託研究費の増加　+140百万円
・1年以内履行予定の資産除去債務を固定負債から振り替えた事によるその他の流動負
債の増加　+83百万円

・中期計画最終年度における収益化による運営費交付金債務の減少
　△116百万円

●流動負債　△722百万円

主な増減要因

・アクションプラン実施に伴う教員給与減少　△190百万円
・退職手当の減少△153百万円

●人件費　△396百万円

・総務省、JST、NEDOなどの大型受託研究獲得等に
伴い費用増加。

●受託研究費　＋178百万円

・総務省、JST、NEDOなどの大型受託研究獲得等に
より収益増加。

●受託研究収益　＋185百万円

解説：国立大学法人の損益計算書（P / L）の特徴

一般的な損益計算書は、最初に売上（収益）、次に売上原価（費用）が表示されます。
一方国立大学の損益計算書はこの順序が逆で、費用が先、収益が後に来るよう表示さ
れています。国立大学法人の損益計算書は、運営費交付金や各種補助金など投入さ
れた多額の国費がどのような使途として消費されたのか、国民に対して説明責任を果た
す観点から、費用の詳細を明らかにすることに主眼が置かれています。また国立大学
法人は利益獲得を目的としておりませんので、収益はあくまでも必要な費用を賄うため
のもの、という費用に比べて劣後する位置づけになっています。このような考え方から、
費用が先、収益が後、という一般的な損益計算書とは違った表示順序となっています。

費用が先、収益が後に表示される

国立大学法人は利益獲得を目的としていないことから、「収益はあくま
でも必要な費用を賄うためのもの」という位置づけだという説明でし
た。この考え方は「『収益化』の手続きを通じて費用の金額に達するま
で収益が計上される」という会計処理として組み込まれています。この
ため、費用の金額と収益の金額は原則として一致することとなり、損
益が均衡するという特徴的な構造になっています※。

損益均衡

※会計基準の改訂に伴い、令和4年度以降は損益均衡の仕組みは廃止さ
れました。

解説：国立大学法人の貸借対照表（B/S）の特徴

国立大学法人等の主要な財産が、建物、土地等の固定資産から構成され、こ
れらが国（納税者）から国立大学法人等に負託された経済資源の基礎を形成
することから、企業会計の貸借対照表における「流動性配列法」とは異なる「固
定性配列法」を採用しています。

固定性配列法

大学によって金額は大きく異なりますが、平成16年に法人化した際に、土地や
建物などを現物出資という形で国から承継しました。とくに横浜国立大学は承
継時点での不動産評価価格が大きかったため、土地の帳簿価額がとても大きく
なっており、結果、貸借対照表に占める固定資産の割合がとても大きくなってい
ます。またその土地は現物出資（政府出資）という位置づけですので、資本金も
当然大きく、自己資本比率がとても高いことが特徴となっています（R4.3.31現
在の自己資本比率82%）。

国から現物出資（政府出資）された多額の固定資産

授業料と教育コストの比較
国立大学の授業料は基本的には国が定めた535,800円（年額）が
標準となっています。特別の事情がある場合はさらに2割まで（＝
642,960円まで）増やすことができますが、横浜国立大学では国が定
めた標準額535,800円のままとしています。この授業料535,800円は
「安い」のでしょうか。それとも「高い」のでしょうか。
文科省の調査によると、私立大学の授業料は、2021年度の実績で

年額平均930,943円でした。私立大学と比べると金額は「安い」です。
しかし535,800円という金額それ自体は決して気軽に払えるような小さ
な金額ではありません。大事なのはちゃんと金額に見合うサービスを受
けられているのかどうか。国立大学の「コスパ」はいいのかどうかです。
そこで、学生からは毎年535,800円をいただく一方、大学は学生一
人に対してどれだけのコストを費やしているのか、計算しました。

学部生数

7,260人

学生１人当たり
教育関連コスト

1,201,541円
÷ ＝ 1,201,541円

535,800円

教
育
関
連
コ
ス
ト

運
営
費

交
付
金
な
ど

授
業
料

教育経費
教育研究支援経費
受託事業費
人件費
一般管理費
その他費用
教育関連コスト合計

19.9億円
2.9億円
0.8億円

58.4億円
4.9億円
0.1億円

87.2億円

教育関連コスト 金 額
授業料以上に

受けられるサービス分

665,741円

一般的なB / S

流
動
資
産
が
先（
上
）で
、
固
定
資
産
が
後（
下
）に
表
示
さ
れ
る

借方 貸方

国立大学法人のB / S

固
定
資
産
が
先（
上
）に
表
示
さ
れ
、
流
動
資
産
が
後（
下
）に
表
示

さ
れ
る「
固
定
性
配
列
法
」 固

定
資
産
の
大
半
が
現
物
出
資（
政
府
出

資
金
）と
し
て
純
資
産
を
構
成
し
て
い
る
。

借方 貸方

流
動
資
産

固
定
資
産

負
債
の
部

純
資
産
の
部

流
動
資
産

負
債
の
部

固
定
資
産

純
資
産
の
部

純
資
産
の
額
は
、
必

ず
し
も
借
方
と
対
応

す
る
わ
け
で
は
な
い
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財務情報

（単位：百万円）

固定資産
　有形固定資産
　　土地
　　建物
　　　減価償却累計額等
　　構築物
　　　減価償却累計額等
　　工具器具備品
　　　減価償却累計額等
　　図書
　　その他の有形固定資産
　その他の固定資産
流動資産
　　現金及び預金
　　その他の流動資産

資産合計

106,199

104,757

73,892

40,315

△ 19,344

3,770

△ 2,146

10,825

△ 9,356

6,308

493

1,441

5,120

4,487

633

111,320

105,459

104,010

73,892

40,923

△ 20,642

3,860

△ 2,298

11,394

△ 9,870

6,245

506

1,448

4,464

3,720

743

109,923

△ 739

△ 746

-

607

△ 1,298

89

△ 151

568

△ 513

△ 62

13

6

△ 656

△ 766

110

△ 1,396

資産の部 2020 2021 増 減

貸借対照表（R4.3.31現在）

固定負債
　資産見返負債
　引当金
　　退職給付引当金
　　その他引当金
　その他の固定負債
流動負債
　運営費交付金債務
　預り科研費補助金等
　寄附金債務
　前受受託研究費
　前受共同研究費
　前受受託事業費等
　未払金
　その他の流動負債
負債合計

資本金
　政府出資金
資本剰余金
利益剰余金
純資産合計
負債純資産合計

14,046

9,624

2

2

0

4,419

6,180

116

322

1,925

244

185

5

3,060

319

20,227

97,453

97,453

△ 7,138

776

91,092

111,320

13,804

9,685

1

1

-

4,117

5,458

-

372

1,883

315

254

12

2,168

450

19,262

97,453

97,453

△ 7,678

885

90,660

109,923

△ 242

60

△ 1

0

0

△ 302

△ 722

△ 116

50

△ 42

71

68

7

△ 891

131

△ 964

-

-

△ 540

108

△ 431

△ 1,396

負債の部 2020 2021 増 減

純資産の部 2020 2021 増 減

（単位：百万円）

経常費用
　業務費
　　教育経費
　　研究経費
　　教育研究支援経費
　　受託研究費
　　共同研究費
　　受託事業費等
　　人件費
　一般管理費
　財務費用
　雑損失

18,665

17,709

2,120

1,346

458

1,617

666

121

11,379

948

5

2

18,153

17,339

1,997

1,269

487

1,795

661

144

10,983

805

4

3

△ 512

△ 369

△ 123

△ 76

29

178

△ 4

23

△ 396

△ 142

0

1

科 目 2020 2021 増 減

損益計算書（R3.4.1～R4.3.31）

経常収益
　運営費交付金収益
　学生納付金収益
　受託研究収益
　共同研究収益
　受託事業等収益
　寄附金収益
　補助金収益
　その他の収益
臨時損益
目的積立金取崩額
当期総利益
　　　　　【参考】科研費受入額

18,857

8,344

5,586

1,616

669

121

499

392

1,628

△ 4

13

200

827

18,534

8,200

5,595

1,801

661

144

472

292

1,366

102

35

518

850

△ 323

△ 144

9

185

△ 7

23

△ 27

△ 100

△ 262

106

22

317

22

科 目 2020 2021 増 減

役員人件費、教員人件費、職員人件費を合算して「人件費」として表示しています。
科研費は損益計算書には計上されないため、欄外に参考値として受入額（入金額）を記載しています。

主な増減要因

・目的積立金や施設整備費補助金などによる建物の増加　+607百万円
・受託研究費や科研費を財源とした取得の増加などによる工具器具備品の増加

+568百万円
・減価償却の進行による減少　△1,865百万円

●有形固定資産　△746百万円

・未払金の減少等に伴う現金及び預金の減少　△766百万円
・満期まで1年未満となった投資有価証券の振り替えによるその他の流動資産の増加　

+100百万円

●流動資産　△656百万円

・前年度の改修工事竣工払で未払金が増加していたところからの反動による、未払金の
減少　△891百万円
・受託研究の獲得増加による前受受託研究費の増加　+140百万円
・1年以内履行予定の資産除去債務を固定負債から振り替えた事によるその他の流動負
債の増加　+83百万円

・中期計画最終年度における収益化による運営費交付金債務の減少
　△116百万円

●流動負債　△722百万円

主な増減要因

・アクションプラン実施に伴う教員給与減少　△190百万円
・退職手当の減少△153百万円

●人件費　△396百万円

・総務省、JST、NEDOなどの大型受託研究獲得等に
伴い費用増加。

●受託研究費　＋178百万円

・総務省、JST、NEDOなどの大型受託研究獲得等に
より収益増加。

●受託研究収益　＋185百万円

解説：国立大学法人の損益計算書（P / L）の特徴

一般的な損益計算書は、最初に売上（収益）、次に売上原価（費用）が表示されます。
一方国立大学の損益計算書はこの順序が逆で、費用が先、収益が後に来るよう表示さ
れています。国立大学法人の損益計算書は、運営費交付金や各種補助金など投入さ
れた多額の国費がどのような使途として消費されたのか、国民に対して説明責任を果た
す観点から、費用の詳細を明らかにすることに主眼が置かれています。また国立大学
法人は利益獲得を目的としておりませんので、収益はあくまでも必要な費用を賄うため
のもの、という費用に比べて劣後する位置づけになっています。このような考え方から、
費用が先、収益が後、という一般的な損益計算書とは違った表示順序となっています。

費用が先、収益が後に表示される

国立大学法人は利益獲得を目的としていないことから、「収益はあくま
でも必要な費用を賄うためのもの」という位置づけだという説明でし
た。この考え方は「『収益化』の手続きを通じて費用の金額に達するま
で収益が計上される」という会計処理として組み込まれています。この
ため、費用の金額と収益の金額は原則として一致することとなり、損
益が均衡するという特徴的な構造になっています※。

損益均衡

※会計基準の改訂に伴い、令和4年度以降は損益均衡の仕組みは廃止さ
れました。

解説：国立大学法人の貸借対照表（B/S）の特徴

国立大学法人等の主要な財産が、建物、土地等の固定資産から構成され、こ
れらが国（納税者）から国立大学法人等に負託された経済資源の基礎を形成
することから、企業会計の貸借対照表における「流動性配列法」とは異なる「固
定性配列法」を採用しています。

固定性配列法

大学によって金額は大きく異なりますが、平成16年に法人化した際に、土地や
建物などを現物出資という形で国から承継しました。とくに横浜国立大学は承
継時点での不動産評価価格が大きかったため、土地の帳簿価額がとても大きく
なっており、結果、貸借対照表に占める固定資産の割合がとても大きくなってい
ます。またその土地は現物出資（政府出資）という位置づけですので、資本金も
当然大きく、自己資本比率がとても高いことが特徴となっています（R4.3.31現
在の自己資本比率82%）。

国から現物出資（政府出資）された多額の固定資産

授業料と教育コストの比較
国立大学の授業料は基本的には国が定めた535,800円（年額）が
標準となっています。特別の事情がある場合はさらに2割まで（＝
642,960円まで）増やすことができますが、横浜国立大学では国が定
めた標準額535,800円のままとしています。この授業料535,800円は
「安い」のでしょうか。それとも「高い」のでしょうか。
文科省の調査によると、私立大学の授業料は、2021年度の実績で

年額平均930,943円でした。私立大学と比べると金額は「安い」です。
しかし535,800円という金額それ自体は決して気軽に払えるような小さ
な金額ではありません。大事なのはちゃんと金額に見合うサービスを受
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そこで、学生からは毎年535,800円をいただく一方、大学は学生一
人に対してどれだけのコストを費やしているのか、計算しました。

学部生数
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通常キャッシュ・フロー計算書は当期純利益の額
を出発点とする「間接法」により作成されます。一
方国立大学では全ての収支を総額で算出していく
「直接法」により作成します。直接法が採用されて
いる理由について国立大学法人会計基準には明
記されていませんが、間接法では純額表示されて
しまう様々な収入・支出を、国民に対する説明責任
の観点から、さらに詳細に開示するためという趣
旨であろうと考えられます。

直接法により作成

運営費交付金収入を財源に固定資産を購入した
場合、運営費交付金収入は業務活動CFに収入と
して計上され、固定資産取得のための支出は投資
活動CFに支出として計上されます。他の財源（学
生納付金収入、寄付金、受託・共同研究等収入、
補助金）でもこのように収入と支出が異なるCFと
して整理されます。このため業務活動CFは収入超
過（+）に、投資活動CFは支出超過（△）になりや
すい構造になっています。

業務活動CFの+と投資活動CFの△との関係

国立大学では借入金の実施や大学債の発行というイベントは稀で
あるため、財務活動CFにはまとまった収入が計上されることはあ
まりありません。一方ファイナンス・リース取引は頻繁に行われてお
り、リース契約の元本分の支出額が財務活動CFの支出額に計上
されます（財源は業務活動CFの収入）。このため投資活動CFは、
基本的にはほとんど収入が無く、（リース債務支払い分の）支出だ
けが計上され続けて支出超過（△）になりがちである、という構造
になっています。投資活動CFが支出超過（△）になりやすいのと
同じです。

財務活動CFは通常△

解説：国立大学法人のキャッシュ・フロー計算書（C / F）の特徴

財
務
情
報

※同一活動C/F中で、内容が類似している区分は合算して表示しています。また、量的重要性が乏しい項目について
は「その他の収入」に合算しています。

（単位：百万円）

財務情報

国立大学の予算は単年度主義のため資金の「繰越」を想定していませんが、寄
附金や受託研究費などでは例外的に会計年度を超えた繰り越しができます。
このような繰越資金は、キャッシュ・フロー計算書上では「資金期首残高」に含
まれるわけですが、決算報告書においては記載すべき箇所がありません。決算
報告書は単年度の現金収支、現金のフロー情報を記載する書類であり、期首
のストック情報を記載する箇所がありません。しかしそれでは繰越資金を財源と
した支出が生じた場合、支出だけが計上されて支出超過に陥ります。このよう
な場合決算報告書では、前期以前の収入を財源とした支出額（＝繰越資金を
財源とした支出額）と同額を収入に計上する、という独特な処理を行い、支出
超過とならないよう調整しています。

前期から繰り越した資金の決算報告書上での扱い、キャッシュ・フロー
計算書との相違

決算報告書では期末の未払金も支出に含まれます。キャッシュ・フロー計算書
の「支出」は現預金の増加・減少と厳密に対応していますので、未払金は含ま
れません。公会計における出納整理期の考え方を踏まえていることから、この
ような相違が生じています。

期末未払金の決算報告書上での扱い、キャッシュ・フロー計算書との相違

解説：「決算報告書」について

国の会計（公会計）をベースとして、法人内で定めた年間の予算とその執行状
況（決算）を示す資料です。現金主義を基礎とし、公会計における出納整理期
の考え方を踏まえ、一部には発生主義も取り入れながら国立大学法人等の運
営状況を報告しています。決算報告書は財務諸表と併せて文部科学大臣に提
出されます。財務諸表が大臣承認を受けたら、決算報告書も財務諸表と同様
に一般に公開されます。一般的な企業会計の考え方には存在しない、公的機
関特有の資料です。国立大学法人のほかにも、独立行政法人や地方独立行
政法人においても、法律に基づき、同様の「決算報告書」が作成されています。

「決算報告書」の位置づけ

基本的には単年度の現金収支を、予算の区分に対応する形で示した書類で
す。そのため内容がキャッシュフロー計算書に近いのですが、前期から繰り越
した資金の扱いや期末の未払金の扱いなど一部独特の扱いがあり、キャッシュ
フロー計算書とは完全には一致しません。

「決算報告書」の構造

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー
　　　原材料、商品又はサービスの購入による支出
　　　人件費支出
　　　その他の業務支出
　　　運営費交付金収入
　　　学生納付金収入
　　　受託・共同研究等収入
　　　補助金等収入
　　　寄附金収入
　　　その他の収入
業務活動によるキャッシュ・フロー
Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　有価証券の売却による収入
　　　定期預金等への支出
　　　定期預金の払戻しによる収入
　　　固定資産の取得による支出
　　　施設費による収入
　　　施設費の精算による返還金の支出
　　　その他の収入
投資活動によるキャッシュ・フロー
Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　ファイナンス・リース債務の返済による支出
　　　利息の支払額
財務活動によるキャッシュ・フロー
Ⅳ　資金増加額
Ⅴ　資金期首残高
Ⅵ　資金期末残高
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（単位：百万円）
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　運営費交付金
　施設整備費補助金
　補助金等収入
　大学改革支援・学位授与機構施設費交付金
　自己収入
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　　雑収入
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　業務費
　　教育研究経費
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　補助金等
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業務活動C/F業務活動C/F

投資活動C/F
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キャッシュ・フロー合計
（資金増加／減少額）

主な増減要因

・2020年度末竣工の大規模改修工事代金として未払計上して
いた修繕費等の支払いがあり、支出額が増加しました。

●原材料、消費又はサービスの購入による支出
　△3,826百万円（対前年度△270百万円）

・2020年度は退職教員が多かったため、例年より多くの退職給
付費用を年度末に未払計上していました。この未払退職給付費
用が2021年度中に支払処理され支出額が増加しました。

●人件費支出
　△11,992百万円（対前年度△272百万円）

・科学技術振興機構（JST）や総務省等から大型の受託研究を
獲得できたことなどにより、受託研究収入と共同研究収入が
大きく増加しました。

●受託・共同研究等収入
2,713百万円（対前年度+461百万円）

【業務活動キャッシュ・フロー】

・2020年度末竣工の大規模改修工事代金の支払があり、支出
額の増加となりました。

●固定資産の取得による支出
　△2,086百万円（対前年度△304百万円）

・前年度は化学棟、工学基礎棟、大学院棟（工学）、排水浄化
センター等、大規模改修工事の実施が多数重なったため、施
設費（施設整備費補助金）収入が多い年でした。 2021年度も
施設費（施設整備費補助金）収入はありましたが、都市科学
部講義棟の改修工事分（295百万）がほとんどで、366百万
円にとどまっています。

●施設費による収入
366百万円（対前年度△1,747百万円）

・前期末未払金に計上していた大規模改修工事の代金を支払っ
たこと（＝固定資産の取得による支出）で減少となりました。

　△766百万円

【投資活動キャッシュ・フロー】

【資金増加額】

主な予算と決算の差異要因

・予算段階では予定していなかった資金の獲得に努めたことに
より、予算を上回る収入額となりました。

●補助金等収入
　＋284百万円

・科学技術振興機構（JST）や総務省等から大型の受託研究を
獲得できたことなどにより、受託研究収入の決算額が予算額
を855百万円上回りました。
・共同研究の契約件数が増加したことにより、共同研究収入の
決算額が予算額を431百万円上回りました。

●産学連携等研究収入及び寄附金収入等
　＋1,118百万円

【収入の部】

・増加した受託研究収入と共同研究収入を財源とした研究活
動により、受託研究経費が+799百万円、共同研究経費が
+246百万円、予算額に比して増加しました。

●産学連携等研究経費及び寄附金事業費等
　＋864百万円

【支出の部】
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通常キャッシュ・フロー計算書は当期純利益の額
を出発点とする「間接法」により作成されます。一
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過（+）に、投資活動CFは支出超過（△）になりや
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国立大学では借入金の実施や大学債の発行というイベントは稀で
あるため、財務活動CFにはまとまった収入が計上されることはあ
まりありません。一方ファイナンス・リース取引は頻繁に行われてお
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基本的にはほとんど収入が無く、（リース債務支払い分の）支出だ
けが計上され続けて支出超過（△）になりがちである、という構造
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同じです。
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は「その他の収入」に合算しています。
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国立大学の予算は単年度主義のため資金の「繰越」を想定していませんが、寄
附金や受託研究費などでは例外的に会計年度を超えた繰り越しができます。
このような繰越資金は、キャッシュ・フロー計算書上では「資金期首残高」に含
まれるわけですが、決算報告書においては記載すべき箇所がありません。決算
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期末未払金の決算報告書上での扱い、キャッシュ・フロー計算書との相違

解説：「決算報告書」について

国の会計（公会計）をベースとして、法人内で定めた年間の予算とその執行状
況（決算）を示す資料です。現金主義を基礎とし、公会計における出納整理期
の考え方を踏まえ、一部には発生主義も取り入れながら国立大学法人等の運
営状況を報告しています。決算報告書は財務諸表と併せて文部科学大臣に提
出されます。財務諸表が大臣承認を受けたら、決算報告書も財務諸表と同様
に一般に公開されます。一般的な企業会計の考え方には存在しない、公的機
関特有の資料です。国立大学法人のほかにも、独立行政法人や地方独立行
政法人においても、法律に基づき、同様の「決算報告書」が作成されています。

「決算報告書」の位置づけ

基本的には単年度の現金収支を、予算の区分に対応する形で示した書類で
す。そのため内容がキャッシュフロー計算書に近いのですが、前期から繰り越
した資金の扱いや期末の未払金の扱いなど一部独特の扱いがあり、キャッシュ
フロー計算書とは完全には一致しません。

「決算報告書」の構造

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー
　　　原材料、商品又はサービスの購入による支出
　　　人件費支出
　　　その他の業務支出
　　　運営費交付金収入
　　　学生納付金収入
　　　受託・共同研究等収入
　　　補助金等収入
　　　寄附金収入
　　　その他の収入
業務活動によるキャッシュ・フロー
Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　有価証券の売却による収入
　　　定期預金等への支出
　　　定期預金の払戻しによる収入
　　　固定資産の取得による支出
　　　施設費による収入
　　　施設費の精算による返還金の支出
　　　その他の収入
投資活動によるキャッシュ・フロー
Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　ファイナンス・リース債務の返済による支出
　　　利息の支払額
財務活動によるキャッシュ・フロー
Ⅳ　資金増加額
Ⅴ　資金期首残高
Ⅵ　資金期末残高
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キャッシュ・フロー計算書

キャッシュ・フロー推移

（単位：百万円）

収入
　運営費交付金
　施設整備費補助金
　補助金等収入
　大学改革支援・学位授与機構施設費交付金
　自己収入
　　授業料、入学料及び検定料収入
　　雑収入
　産学連携等研究収入及び寄附金収入等
　引当金取崩
　目的積立金取崩
収入計
支出
　業務費
　　教育研究経費
　施設整備費
　補助金等
　産学連携等研究経費及び寄附金事業費等
支出計
収入ー支出
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決算報告書
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業務活動C/F業務活動C/F

投資活動C/F

財務活動C/F

キャッシュ・フロー合計
（資金増加／減少額）

主な増減要因

・2020年度末竣工の大規模改修工事代金として未払計上して
いた修繕費等の支払いがあり、支出額が増加しました。

●原材料、消費又はサービスの購入による支出
　△3,826百万円（対前年度△270百万円）

・2020年度は退職教員が多かったため、例年より多くの退職給
付費用を年度末に未払計上していました。この未払退職給付費
用が2021年度中に支払処理され支出額が増加しました。

●人件費支出
　△11,992百万円（対前年度△272百万円）

・科学技術振興機構（JST）や総務省等から大型の受託研究を
獲得できたことなどにより、受託研究収入と共同研究収入が
大きく増加しました。

●受託・共同研究等収入
2,713百万円（対前年度+461百万円）

【業務活動キャッシュ・フロー】

・2020年度末竣工の大規模改修工事代金の支払があり、支出
額の増加となりました。

●固定資産の取得による支出
　△2,086百万円（対前年度△304百万円）

・前年度は化学棟、工学基礎棟、大学院棟（工学）、排水浄化
センター等、大規模改修工事の実施が多数重なったため、施
設費（施設整備費補助金）収入が多い年でした。 2021年度も
施設費（施設整備費補助金）収入はありましたが、都市科学
部講義棟の改修工事分（295百万）がほとんどで、366百万
円にとどまっています。

●施設費による収入
366百万円（対前年度△1,747百万円）

・前期末未払金に計上していた大規模改修工事の代金を支払っ
たこと（＝固定資産の取得による支出）で減少となりました。

　△766百万円

【投資活動キャッシュ・フロー】

【資金増加額】

主な予算と決算の差異要因

・予算段階では予定していなかった資金の獲得に努めたことに
より、予算を上回る収入額となりました。

●補助金等収入
　＋284百万円

・科学技術振興機構（JST）や総務省等から大型の受託研究を
獲得できたことなどにより、受託研究収入の決算額が予算額
を855百万円上回りました。
・共同研究の契約件数が増加したことにより、共同研究収入の
決算額が予算額を431百万円上回りました。

●産学連携等研究収入及び寄附金収入等
　＋1,118百万円

【収入の部】

・増加した受託研究収入と共同研究収入を財源とした研究活
動により、受託研究経費が+799百万円、共同研究経費が
+246百万円、予算額に比して増加しました。

●産学連携等研究経費及び寄附金事業費等
　＋864百万円

【支出の部】
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外部資金獲得の状況について 外部資金獲得状況の他大学グループ平均との比較
経常収益に占める外部資金収益の割合（2021年度実績）

解説：なぜ横浜国立大学にとって「外部資金」は重要なのか？
左のグラフは、国立大学全体の、運営費交付金収益の推移です。国立大学が法人化した初年
度である平成16年度から最新の集計値が得られている令和2年度まで、6年おきの金額の推移
を並べています。法人化以来、減り続けており、平成16年から令和2年までの間に1300億円余
り減少しています。
行政機構の効率化、国立大学の改革促進、大学間での資源の再配分を通じた機能強化など、
様々な政策誘導の観点から運営費交付金は削減されてきました。
横浜国立大学では、このような外部環境の変化を大学が変革していく好機と捉えています。
運営費交付金に依存するのではなく、外部資金という形で自ら研究費を稼ぎ、そしてそれを基
に研究を発展させ、その研究力が新たな外部資金を呼び込み、という「知・人への投資」の好循
環即ちイノベーション・エコシステムを確立させていく好機です。

横浜国立大学は世界水準の研究を実施していくため、その財源とし
て受託研究費や共同研究費、寄附金といった「外部資金」の獲得とそ
の支援に力を入れています。外部資金は、第3期中期目標期間を通じ
て約８億円余りの増加となりました。
「YNU研究拠点」制度による研究活動の組織化、URA（University 

Research Administrator）による大型の外部資金申請の支援、学長戦
略経費等による学内資源の戦略的配分といった様 な々取り組みを行い、研
究者個人では獲得が難しいような大型の外部資金獲得へ繋げています。
横浜国立大学は外部資金の中でも特に受託研究費と共同研究費の

収入額が大きいことが特徴です。近年は特に獲得額の増加ペースが加
速しています。

横浜国立大学の外部資金獲得額は多いと言えるのか、それとも少な
いのか。横浜国立大学の外部資金を獲得する力を比較するため、経常
収益に占める外部資金収益（受託研究収益、共同研究収益、受託事業
等収益、寄附金収益、補助金収益の合計）の割合を用いて比較します。
比較対象は旧帝大の平均、全国立大学の平均、横浜国立大学と同

じ類型である医学部の無い総合大学の平均です。
旧帝大グループにはあと一歩及びませんが、全国平均と同類型大学

（医学部の無い総合大学）平均に対しては大きく上回っています。

国立大学の主な収入源は運営費交付金、自己収入、外部資金の
三つがあります。運営費交付金は、毎年国から交付される資金です。
国立大学の経費の大半が運営費交付金で賄われています。
自己収入は、授業料や入学料などの学生納付金、附属病院での診
療収入、そのほか建物貸付料や特許料などの雑収入で、これらを
まとめて「自己収入」と呼んでいます。
外部資金は寄附金、受託研究費、共同研究費、受託事業費等、
補助金、科研費です。「〇〇費」と呼ばれることが多く、費用なの
か収益なのか混乱しますが、「受託研究費（に充てるために受けい
れた収入）」という意味だとご理解ください。外部資金は基本的に
は「プロジェクト」型の、使途制限のある資金です。契約ごとに研
究課題や教育事業計画などの「プロジェクト」が設定されます。そ
してそのプロジェクトの遂行に必要な経費にのみ充てる事ができ
る、使途の制限がある資金です。

受入時に「寄附目的」が設定されます。寄附金はこの寄附目的に沿った使途に充てられる資金です。

寄附金

国や企業から委託を受けて行う研究プロジェクトに充てられる資金として、委託元から受ける資金
です。

受託研究費

国や企業と共同で行う研究活動に充てられる資金として、相手から受ける資金です。

共同研究費

国や企業から委託を受けて行う、または共同で行う、研究以外の目的の事業に充てられる資金とし
て、委託元や共同事業者から受ける資金です。

受託事業費等

国等の政策に基づき、特定の事業や費用、資産の取得等に必要な支出に充てられる資金として、
国やその関連機関から交付されます。

補助金

日本学術振興会（文科省が所轄する独法。JSPS。）から研究者個人へ措置される資金です。研究者
個々人が、自由に研究計画を作成してJSPSに申請し、採択された研究計画に対して交付されます。

科研費（科学研究費補助金、学術研究助成基金助成金）

解説：「外部資金」について

北海道大学、東北大学、東京大学、京都大学、大阪大学、東海国立大学機構（名古屋大学）

旧帝大

岩手大学、茨城大学、宇都宮大学、埼玉大学、お茶の水女子大学、横浜国立大学、静
岡大学、奈良女子大学、和歌山大学

医学部の無い総合大学

外部資金収益÷経常収益

経常収益に占める外部資金収益割合

受託研究収益 + 共同研究収益 + 受託事業等収益 + 寄付金収益 + 補助金等収益

外部資金収益

11.5%

16.5%

18.2%

26.3%

医学部の無い
総合大学平均

全国立大学平均

横浜国立大学

旧帝大平均

横浜国立大学運営財源の推移（総額）

※このグラフでは外部資金に科研費を含めており、損益計算書の収益合計とは一致しません。

受託・共同研究等収益 科研費

寄附金収益 補助金収益

国立大学全体の運営費交付金収益の推移（文部科学省HPより集計）
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10,000

0
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地方独立行政法人神奈川県立病院機構、
東芝エネルギーシステムズ株式会社との共同研究

産学地域連携による重粒子線治療装置の高性能化に関する研究

横浜国立大学では神奈川県立病院機構の神奈川県立がんセンターで臨床運用中の重粒子線が
ん治療装置を用いた共同研究を行っています。病院機構からは実データや現場の具体的要望を提
供いただき、東芝エネルギーシステムズからは機器の性能や制御の観点から研究を支援いただい
ています。重粒子線の照射量の三次元分布測定技術の精度向上、人工知能による画像鮮明化技
術の開発、機械学習を用いた人体の運動学習支援技術開発などの研究を進めています。

神奈川県内の地元企業、自治体との間で行っている共同研究等の紹介

2005年より教育学部が保土ケ谷区より委託を受け、続けているプロジェクトです。大
学教員による区内の小中学生向けの講座や、教職志望の学生が企画・運営する各種レ
クリエーション活動により、子どもたちの好奇心や探求心を育んでいます。

保土ケ谷区からの受託研究「がやっこ」事業

●がやっこ先生（学生による小中学校での学習支援）
●がやっこ科学教室（大学教員による小中学生向け講座）
●がやっこ探検隊（学生企画による体験型学習）

キャンプのリハーサル 芋ほり体験学習
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8億円
増加

外部資金 運用費交付金 自己収入

横浜市H Pより「がやっこ先生・がやっこ夏休み教室・がやっこ探検隊について」
https://www.city.yokohama.lg.jp/hodogaya/kurashi/kosodate_kyoiku/ikusei/gayakko.html

がやっこ探検隊
@GayakkoTeam
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外部資金獲得の状況について 外部資金獲得状況の他大学グループ平均との比較
経常収益に占める外部資金収益の割合（2021年度実績）

解説：なぜ横浜国立大学にとって「外部資金」は重要なのか？
左のグラフは、国立大学全体の、運営費交付金収益の推移です。国立大学が法人化した初年
度である平成16年度から最新の集計値が得られている令和2年度まで、6年おきの金額の推移
を並べています。法人化以来、減り続けており、平成16年から令和2年までの間に1300億円余
り減少しています。
行政機構の効率化、国立大学の改革促進、大学間での資源の再配分を通じた機能強化など、
様々な政策誘導の観点から運営費交付金は削減されてきました。
横浜国立大学では、このような外部環境の変化を大学が変革していく好機と捉えています。
運営費交付金に依存するのではなく、外部資金という形で自ら研究費を稼ぎ、そしてそれを基
に研究を発展させ、その研究力が新たな外部資金を呼び込み、という「知・人への投資」の好循
環即ちイノベーション・エコシステムを確立させていく好機です。

横浜国立大学は世界水準の研究を実施していくため、その財源とし
て受託研究費や共同研究費、寄附金といった「外部資金」の獲得とそ
の支援に力を入れています。外部資金は、第3期中期目標期間を通じ
て約８億円余りの増加となりました。
「YNU研究拠点」制度による研究活動の組織化、URA（University 

Research Administrator）による大型の外部資金申請の支援、学長戦
略経費等による学内資源の戦略的配分といった様 な々取り組みを行い、研
究者個人では獲得が難しいような大型の外部資金獲得へ繋げています。
横浜国立大学は外部資金の中でも特に受託研究費と共同研究費の

収入額が大きいことが特徴です。近年は特に獲得額の増加ペースが加
速しています。

横浜国立大学の外部資金獲得額は多いと言えるのか、それとも少な
いのか。横浜国立大学の外部資金を獲得する力を比較するため、経常
収益に占める外部資金収益（受託研究収益、共同研究収益、受託事業
等収益、寄附金収益、補助金収益の合計）の割合を用いて比較します。
比較対象は旧帝大の平均、全国立大学の平均、横浜国立大学と同

じ類型である医学部の無い総合大学の平均です。
旧帝大グループにはあと一歩及びませんが、全国平均と同類型大学

（医学部の無い総合大学）平均に対しては大きく上回っています。

国立大学の主な収入源は運営費交付金、自己収入、外部資金の
三つがあります。運営費交付金は、毎年国から交付される資金です。
国立大学の経費の大半が運営費交付金で賄われています。
自己収入は、授業料や入学料などの学生納付金、附属病院での診
療収入、そのほか建物貸付料や特許料などの雑収入で、これらを
まとめて「自己収入」と呼んでいます。
外部資金は寄附金、受託研究費、共同研究費、受託事業費等、
補助金、科研費です。「〇〇費」と呼ばれることが多く、費用なの
か収益なのか混乱しますが、「受託研究費（に充てるために受けい
れた収入）」という意味だとご理解ください。外部資金は基本的に
は「プロジェクト」型の、使途制限のある資金です。契約ごとに研
究課題や教育事業計画などの「プロジェクト」が設定されます。そ
してそのプロジェクトの遂行に必要な経費にのみ充てる事ができ
る、使途の制限がある資金です。

受入時に「寄附目的」が設定されます。寄附金はこの寄附目的に沿った使途に充てられる資金です。

寄附金

国や企業から委託を受けて行う研究プロジェクトに充てられる資金として、委託元から受ける資金
です。

受託研究費

国や企業と共同で行う研究活動に充てられる資金として、相手から受ける資金です。

共同研究費

国や企業から委託を受けて行う、または共同で行う、研究以外の目的の事業に充てられる資金とし
て、委託元や共同事業者から受ける資金です。

受託事業費等

国等の政策に基づき、特定の事業や費用、資産の取得等に必要な支出に充てられる資金として、
国やその関連機関から交付されます。

補助金

日本学術振興会（文科省が所轄する独法。JSPS。）から研究者個人へ措置される資金です。研究者
個々人が、自由に研究計画を作成してJSPSに申請し、採択された研究計画に対して交付されます。

科研費（科学研究費補助金、学術研究助成基金助成金）

解説：「外部資金」について

北海道大学、東北大学、東京大学、京都大学、大阪大学、東海国立大学機構（名古屋大学）

旧帝大

岩手大学、茨城大学、宇都宮大学、埼玉大学、お茶の水女子大学、横浜国立大学、静
岡大学、奈良女子大学、和歌山大学

医学部の無い総合大学

外部資金収益÷経常収益

経常収益に占める外部資金収益割合

受託研究収益 + 共同研究収益 + 受託事業等収益 + 寄付金収益 + 補助金等収益

外部資金収益

11.5%

16.5%

18.2%

26.3%

医学部の無い
総合大学平均

全国立大学平均

横浜国立大学

旧帝大平均

横浜国立大学運営財源の推移（総額）

※このグラフでは外部資金に科研費を含めており、損益計算書の収益合計とは一致しません。

受託・共同研究等収益 科研費

寄附金収益 補助金収益

国立大学全体の運営費交付金収益の推移（文部科学省HPより集計）
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地方独立行政法人神奈川県立病院機構、
東芝エネルギーシステムズ株式会社との共同研究

産学地域連携による重粒子線治療装置の高性能化に関する研究

横浜国立大学では神奈川県立病院機構の神奈川県立がんセンターで臨床運用中の重粒子線が
ん治療装置を用いた共同研究を行っています。病院機構からは実データや現場の具体的要望を提
供いただき、東芝エネルギーシステムズからは機器の性能や制御の観点から研究を支援いただい
ています。重粒子線の照射量の三次元分布測定技術の精度向上、人工知能による画像鮮明化技
術の開発、機械学習を用いた人体の運動学習支援技術開発などの研究を進めています。

神奈川県内の地元企業、自治体との間で行っている共同研究等の紹介

2005年より教育学部が保土ケ谷区より委託を受け、続けているプロジェクトです。大
学教員による区内の小中学生向けの講座や、教職志望の学生が企画・運営する各種レ
クリエーション活動により、子どもたちの好奇心や探求心を育んでいます。

保土ケ谷区からの受託研究「がやっこ」事業

●がやっこ先生（学生による小中学校での学習支援）
●がやっこ科学教室（大学教員による小中学生向け講座）
●がやっこ探検隊（学生企画による体験型学習）

キャンプのリハーサル 芋ほり体験学習
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8億円
増加

外部資金 運用費交付金 自己収入

横浜市H Pより「がやっこ先生・がやっこ夏休み教室・がやっこ探検隊について」
https://www.city.yokohama.lg.jp/hodogaya/kurashi/kosodate_kyoiku/ikusei/gayakko.html

がやっこ探検隊
@GayakkoTeam
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